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米国政策コミュニティにおける 

東南アジア・ASEANへの関心と現状 
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2022年 6月から 9月にかけて、私はウィルソン・センターのジャ

パン・スカラーとして、ワシントン DCに滞在した。インド太平洋にお

ける国際秩序維持・形成においてカギとなる国家間連携や地域

制度を研究するため、より具体的には日米両国の ASEAN に対

する戦略姿勢の政策研究を行うためである。2022 年 3 月頃か

らワシントンではコロナ禍からようやく抜けた、という雰囲気が出始

めており、徐々に対面式ミーティングやパブリック・イベントが目に

留まるようになってきていたが、それでも 6－7 月の時点では以

前のように対面イベントが多く開かれているわけではなかった。た

だ、多くの研究者や実務家と個別に話をする機会は得ることが

でき、4 カ月という短い間ではあったが、以前とは違った形のワシ

ントン DC を感じる貴重な体験をすることができた。 

ワシントンの政策コミュニティにおいてこの時期にもっぱら注目を

浴びていたのは、予想どおり中国やロシアといった国々との戦略

的競争であった。2 月に勃発したウクライナ戦争ではロシアの国

際法侵害を許さず、同国がいかなる戦略的利益を勝ち取ること

も許さない姿勢をアメリカは示した。一方で慎重姿勢を維持しつ

つも、戦況が進むにつれてアメリカはウクライナへの直接軍事介

入以外の軍事的・外交的支援を徐々に強化しており、そのあり

方や今後の展望が Webinar や Podcast において活発に議論さ

れていた1。 

長期的な視点では、中国が大国間競争の最大の懸念材料であ

ることが常に意識されていた。特に、ウクライナ戦争が与える東

アジア地域への戦略的影響、具体的には台湾海峡における紛

争のシナリオとその対応策について議論されていた。その火付け

役となったのが 2022 年 8 月のナンシー・ペロシ下院議長の台

湾訪問であった2。海に囲まれた台湾の地理的な条件や、「国

家」としては正式に認証されていない政治環境などウクライナと

の状況は異なるものの、ペロシ訪問後に大国である中国が小さ

な台湾を囲んで大規模演習を行ったことも相まって、台湾有事

に対するアメリカの今後の外交姿勢について議論が交わされた

のである。また、米中対立の行方という大きな視点から見れば、

マイケル・ベックリーとハル・ブランズが本年 8 月に出版した共著

本「Danger Zone：The Coming Conflict with China」が話題を呼

んでいた3。同著では、中国の成長がピークを迎えその成長が鈍

化する際、自らの衰退を恐れる中国がより攻撃的になり、今後

の米中関係の緊張を高めていくことを予測している。賛否両論

はあるものの、シンクタンクやメディアにおいて多く取り上げられて

いたことを考えれば、ワシントンの政策コミュニティが米中関係を、

インド太平洋地域を越えたグローバルな外交問題の中心に据え

ていることがよくわかる。 

ただ、「戦略的競争」は上記のような有事における軍事的な抑

止・対応のみに焦点を当てるだけでなく、その競争を勝ち抜くた

めの戦略指針、特に平時における同盟・パートナー構築、ルー

ルや規範の醸成や維持を通した国際秩序の構築が必要とされ

ている。政策コミュニティの話題の中心がウクライナや台湾問題

に移ったために陰に隠れがちであったが、この国際秩序構築に

おける競争、特に中国が影響力を拡大しているインド太平洋とい

う地域における競争が重要であることは多くの識者が認識してい

た。実際、QuadやAUKUS、そして 2022年 5月に発足した IPEF

（インド太平洋経済枠組み）に関するパネルもシンクタンクや大学

で同時並行的に行われており、今後のアメリカの戦略に関する

様々な視点からの意見交換がなされていた。ただ、その中で興

味深かったのは、インド太平洋地域の中心に位置し、東アジア地

域において多国間主義のコアである東南アジア諸国連合

（ASEAN）に関するパネルが圧倒的に少なかったことであろう。 

何故か。誤解のないように言うと、アメリカは東南アジア地域の

重要性を認識しており、ASEAN に関しても正式文章において

「ASEAN中心性・一体性（ASEAN centrality and unity）」への強

い支持を表明している。2022年 5月にはコロナ禍のためにトラン

プ政権期より延期されていた米 ASEAN 首脳会議も 6 年ぶりに

開催され、コロナ対応やインフラ構築といった機能的協力の強

化も打ち出している4。トランプ政権時に軽視されていた多国間

外交もバイデン政権は重視することを表明しており、外交上のコ

ミットメントは高いはずである。しかし、ワシントンの研究者・実務者

とのインタビューを通して、近年のアメリカの東南アジア外交の特

徴が三つほど浮彫りになり、そこに東南アジア地域や ASEAN に

対する関心の低迷が見て取れた。 
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ASEAN疲れ 

一つめは、「ASEAN疲れ」である。そもそもアメリカは、ASEANが

1990年代から開催してきた ASEAN をプラット・フォームとする

多国間対話の場に参加してはいたものの、その戦略的重心は

日本や豪州等との同盟関係にあった。しかしオバマ政権になる

と、アメリカを「太平洋国家」として位置づけ、東アジア、特に東

南アジア諸国における多国間対話へのコミットメントも高めていっ

た。これは、東アジアサミットへの参加を 2010年に正式に表明

したり、2011－12年にアジアへの「ピボット」あるいは「リバラン

ス」を打ち出し東南アジアに重点を置いた発信を行ったり、2016

年にはアメリカの地で初めて、カリフォルニア州サニーランズで米

ASEAN首脳会議を行ったことからも明らかであろう。 

しかし、ASEAN諸国の側におけるアメリカへの戦略的な支持は

一枚岩ではなく、「外交資源を割いても期待するような反応は

ASEANから得られない」という認識がアメリカでは強まることにな

った。2012年の ASEAN外相会議でカンボジアとフィリピンが対

立し、コミュニケの放棄という歴史的な事態に陥ったり、2016年

の南シナ海をめぐるフィリピンと中国の仲裁裁定について ASEAN

が声明等の公式文書で一切触れなかったり、中国の強硬姿勢

に対して成す術がない状態を露呈したことが、そのきっかけとな

っている。アメリカが南シナ海における中国の行動に対して国際

法を用いて懸念表明をしたときでさえ、ASEANの対応は地域組

織としてのまとまりを欠いていた。 

当然、東南アジア諸国の観点から見れば、アメリカは十分な外

交的・軍事的なサポートを提供しておらず、コミットメントが十分で

はなかったという意見も散見される5。さらに、大国間競争には巻

き込まれたくないという東南アジア諸国の基本的な戦略姿勢

が、米 ASEAN関係の一層の緊密化に歯止めをかけていたとい

う認識もあるだろう。しかしアメリカにおいて、これは静かな失望

でもあった。オバマ政権の ASEAN政策が、類稀なコミットメント

の強さであったにも関わらずあまり実を結ばなかったという事実

によって、ASEAN には高い期待を持たない方が賢明であるとい

う認識がその後のトランプ、バイデンにも引き継がれていったので

ある。トランプ政権においては ASEANのようなコンセンサス重視

で決定までに時間のかかる外交プロセスは好まず、2017年の

ASEANの会議にかろうじて姿を現したことを最後に、その後一

切出席しなかった。2021年以降のバイデン政権においても、

ASEANへのコミットメントは、その外交的配慮とは裏腹に実質的

な協力は乏しいと言わざるを得ない。 

この「ASEAN疲れ」が現在のアメリカの姿勢に反映されており、

ある研究者の言葉を借りれば、「ASEAN中心性・統一性を尊重

はするが、それによってアメリカの行動が制限されるわけではな

い。ASEANの要望にはできるだけ応えるが、ASEAN に戦略的

な役割は期待していない」というアメリカの態度を示している。

少々極端な視点ではあるものの、アメリカの ASEAN に対するシ

ビアな見方がここにはよく表れている。 

二国間外交の重視 

二つめは、「二国間外交の重視」であろう。アメリカは外交上、

「『東南アジア』へのコミットメント」という言葉を使用するが、残念

ながらここでいう「東南アジア」は地域を示しているようには思え

ない。なぜなら、地域各国へのコミットメントに大きなばらつきが

見られるからである。例えば、投資においてはシンガポールとベト

ナム、軍事においてはタイ、フィリピン、シンガポール、そして外交

ではインドネシア等が重視されている。つまり、アメリカは東南アジ

アを地域としての「面」で見るというよりも二国間の「線」で繋いで

いると言える。もちろん、二国間関係を重視するということは世界

的に見ても必ずしも珍しいことではなく、どのような国でも二国

間・多国間へのコミットメントのバランスにはばらつきは生じてい

る。二国間対話は相手の意見や要望などを単刀直入に理解し

やすく、それによって戦略的な共通目標も設定しやすい。結果と

して、二国間対話の方が多国間協議よりも国家間の関係性は

深まりやすい。実際、アメリカはフィリピンといった同盟国や、地政

学的に重要なシンガポールといった国々への関与は一貫して強

い。2014年に軍事クーデターが発生し、民主化への回帰が遅

れ政治的に問題がある同盟国タイとの関係についても同様で、

政治的な関係にはしこりが残っているものの、対中戦略を背景に

軍事的関係は徐々に改善へと向かっていると言われている。 

「ASEAN疲れ」によって、この二国間関係を重視する傾向はより

一層拍車がかかっており、東南アジア地域への「面」の外交が見

えてこない。事実、カンボジア、ラオスといった大陸側の ASEAN

諸国に対するアメリカのコミットメントは極めて低い。貿易といった

経済面でのつながりはあるものの、民主主義や人権などの問題

があるため米議会といった国内アクターからの懸念が存在してい
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ることも障壁となっている。さらに、2021年 2月に起こったミャン

マーのクーデターに対しては軍のリーダー個々人に対する経済

制裁、いわゆる「スマート・サンクション」を実施している6。結果、

アメリカが「東南アジア」関係と述べる際には、その地域における

二国間関係のいくつかの束を示すことが多い。これに対し、同盟

国である日本の東南アジア外交を見ると、「線」と「面」の両者を

視野に入れ関与を強めている。メンバー国が多くなればなるほ

ど、組織的な決定に時間がかかるといった、「集団行動問題」

（collective action problem）が生じているにも関わらず、ASEAN

に対する粘り強い継続的な関与、そして各メンバー国への外交

関係を強化し続けている日本の行動パターンは、米国のそれと

は逆であり、同盟国間での戦略姿勢には大きな差異がある。 

基本的価値・普遍的価値の普及の問題 

三つめは、「民主主義」や「人権」といったいわゆる基本的価値・

普遍的価値の普及を外交方針の原則とするバイデン政権の政

権内部において、東南アジア地域に対する政策の方向性が定

まり切れていないことが挙げられる。2021年 12月に開催され

た「民主主義サミット」に、インドネシア、マレーシア、フィリピンの 3

カ国以外の東南アジア諸国は招待されなかった7。しかし、二国

間外交の一環として 2021年 7月にはロイド・オースティン国防

長官がシンガポール、ベトナム、フィリピンを、8月にはカマラ・ハ

リス副大統領がベトナムとシンガポールをそれぞれ訪問してい

る。もちろん、民主主義サミットのような単発な外交イベントによ

って国家間の協力関係に大きな変化が生じることは少ないかも

しれない。ただし、それらイベントの招待リストは外交シグナルとし

て存在し、今後のアメリカ外交の重点における「価値」と「戦略」

の間のバランスを確認する目安にもなる。価値の問題における

外交姿勢については、バイデン政権内でまとまりが取れない状

況が見られ、東南アジア諸国のみならず世界に向けた外交シグ

ナルの一貫性が読み取れない。 

今後の課題 

これらのアメリカの東南アジア外交の特徴を考慮すると、いくつか

の課題が浮彫りになる。その中でも特筆すべきはやはりインド太

平洋地域における国際秩序維持・構築であろう。国際秩序維

持・構築において最も重要なポイントは、いかに多くの地域国家・

組織と連携し、自らが推し進めるルールや規範への多くの支持

を得ることができるか、またそのようなルール・規範を構築してい

く上でいかなる政治プロセスを打ち出していくか、という点であろ

う。大国から一方的に押し付けるルールは、当然ながら地域諸

国からの反発を招き、対立関係を醸成してしまう。アメリカは既

存のルールに則った国際秩序の維持・強化を目指すことを明確

にしているが、現実には一定の地域諸国との二国間関係の強化

を進め、ASEANのような地域組織への関与には行き詰まりを感

じている。結果として、アメリカの地域全体への関与・アプローチ

の度合いは薄くなり、新たなルール・規範構築のプロセスにおい

て ASEANの中から除外されてしまう国家が出てくる。 

このプロセスにはリスクが伴う。IPEF設立のプロセスがそのよい例

であろう。アメリカの当初のメンバー国構想には ASEAN諸国の

大半が入っておらず、日本などの助言によって最終的に

ASEAN7 カ国が参加することとなった8。しかし全体をとおしてみ

ると、ミャンマーは軍事政権が国際社会から認識されていないと

いう事実を考慮しても、カンボジア、ラオスは参加していない理

由が示されていない。IPEFは関税撤廃といった実利交渉ではな

く、ルール形成のための枠組みであり、自由意志によってルール

参加が決められる条件を用いている。そうであるならば、その対

話に ASEAN正式メンバーを排除する理由が見当たらないにも

かかわらずである。また、ASEANの中心性・統一性を尊重する

表明はしていても、インド太平洋地域において Quadや AUKUS

といったミニラテラルな枠組みを、戦略的コミュニケーションを行

わずに構築していけば、ASEAN諸国の誤解や分断を招きかね

ないことにもなる。このような状況をワシントンの政策コミュニティ

は一定程度認識してはいるが、いざとなれば地域分断も致し方

なく、パワーポリティクスに移行してしまう可能性も陰に受け入れ

ている（もしくはすでに受け入れている）ような印象を受けた。 

このような現状に至った背景には、おそらく様々な要因が重なっ

ている。東南アジア諸国でも認識されているように、1990年代

における ASEANのメンバー国の拡大によってコンセンサス方式

の意思決定がより一層困難になってきている点、メンバー国間

における戦略環境への見解が異なっている点などによって

ASEANの運営がより困難になっていることが挙げられる9。「効率

性」や「結果」を求めるアメリカのような国家にとって非効率的な

ASEANの魅力は薄れつつあるし、特に台頭する中国との戦略

的競争が激化していけば、その視点がより実利が得やすい二国
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間関係に移ることは否めないであろう。また、ワシントンの政策コ

ミュニティでは、アメリカにおける東南アジア専門家は現在も存

在するものの、地域全体を見る専門家が極端に少なくなりつつ

あることがしばしば指摘されていた。その結果、特定のイシューに

は優秀な人材が集まるものの、全体としての外交方針を示せる

人物が少なくなっているという。この点は、長期的な課題として

考えるべきであろう。 

これらの問題についていかなる解決策を提示することができる

か、日米両国において ASEANの戦略的役割をそれぞれのイン

ド太平洋戦略において位置付けることができるのか、という点に

おいては、ウィルソン・センターから近日公開予定の

「Recalibrating US-Japan Indo-Pacific Strategies Towards 

ASEAN」やその他の公開予定の論文等に譲ることにする10。た

だ、一つ重要な点を述べるとするならば、今後はアメリカが、同

盟国やパートナー国との役割分担をさらに明確化、強化していく

ことが必要である、ということであろう。資源の制約を考慮しつつ

効率的にインド太平洋地域における地域秩序の維持・強化を図

るという目的を堅持するのであれば、アメリカは国家間協力を強

化して戦略的役割分担の最適解を模索する必要がある。特に、

同盟国である日本は東南アジア諸国との二国間関係を全体的
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では日本が軍事的脅威には全くなっていないことからも国家とし

ての信頼度は他の地域諸国に比べ高い。これらの比較優位性

を日本が最大限に活かし、東南アジアとアメリカの「線」の強化し

つつ、新たな地域秩序構築に向けた「面」での協力関係を進め

ていけば、アメリカの「ASEAN疲れ」を理由としたコミットメントの

低迷を回避することができるのではなかろうか。 

最後になるが、今回の在外政策研究の機会を与えていただい

た笹川平和財団とウィルソン・センターには心よりの感謝を申し

上げたい。 

（了） 
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